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朝鮮戦争から貿易自由化時期における
自動車産業の環境をめぐって
―複数マーケティング・チャネル制への移行背景―
石 川 和 男＊
はじめに
現在ではわが国を代表する自動車産業は，第二次世
界大戦後もしばらくの間は，乗用車生産は制限され，
販売統制が布かれていた。さらに 1949年からはドッ
ジ不況や労働争議が重なり，わが国の自動車産業は将
来の見通しがつかない状況であった。しかし，1950
年 6月に勃発した朝鮮戦争により，わが国では特需景
気が起こり，自動車産業はその恩恵を受けた。この特
需をきっかけとして，わが国自動車産業が現在に至る
発展の機会を得たといっても過言ではない。
筆者はこれまで，わが国において現在の自動車流通
が形成されてきた過程や，各自動車メーカー（以下特
に断らない限り「メーカー」と略）によるマーケティ
ング・チャネルの形成，各自動車ディーラー（以下特
に断らない限り「ディーラー」と略）のマーケティン
グ活動を中心に考察してきた。本稿では，わが国自動
車産業が朝鮮戦争による特需の発生からグローバル競
争に晒される 1965年 10月の貿易自由化までの時期を
対象とし，その環境を考察することを目的としてい
る。特にわが国のメーカーやディーラーのマーケティ
ング活動に対し影響を与えてきたマクロ状況を中心に
考察したい。
わが国の自動車流通において，特徴的とされるのは
各メーカーによる「専売制」と同一メーカーによる
「複数マーケティング・チャネルの展開」である。専
売制の黎明については第二次世界大戦以前から開始さ
れてきた。もう 1つの特徴である複数マーケティン
グ・チャネルの開始は，ちょうど本稿が射程とする時
期に重なる。そこで手順として前半では各メーカーに
よる複数マーケティング・チャネルを展開する前段階
の状況から自動車（乗用車）の貿易自由化への過程で
自動車産業に対してとられた政策，国内における他産
業の成長に伴う自動車需要の変化，増加する自動車生
産に対応するため，わが国のメーカーの多くが採用し
た海外メーカーとの技術提携，通産省による国民車構
想等について取り上げていく。
また，営業や事業部門を中心として使用が拡大して
いた自動車需要が，一般顧客の自家使用を中心とする
使用シーンや目的の変化もちょうどこの時期にみられ
た。そこで後半では，いわゆるモータリゼーションの
進展と，わが国と海外のモータリゼーションの相違に
おける背景を取り上げる。わが国のメーカーが採用し
た複数マーケティング・チャネル政策の背景，自動車
需要の拡大とそれに伴う販売競争の激化，本格的モー
タリゼーションの展開直前時期のディーラー経営状況＊ 専修大学商学部准教授
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について考察していきたい。
1 1950年代から 60年代半ばまでの自動車産業の
環境
（1）朝鮮特需による自動車産業の再生・発展
1949年 11月，GHQによる乗用車の生産制限解除
により，自動車販売統制が撤廃された。自動車業界で
はちょうど 50年 4月にトヨタ自動車が製造（トヨタ
自動車工業（株），以下「トヨタ自工」と略）と販売
（トヨタ自動車販売（株），以下「トヨタ自販」1）と
略，また，トヨタ自工，トヨタ自販両社を指したり，
曖昧な場合は「トヨタ」と表記）に分離し，5月に民
生ディーゼル工業（株）（現在の日産ディーゼル工業
（株）），7月に富士産業（株）（旧中島飛行機（株））
から富士工業（株）（現在の富士重工業（株），以下
「富士重工」と略）と富士精密工業（株）（後のプリン
ス自動車工業（株），以下「プリンス自工」と略）が
発足した頃であった。
政府は 1950年 3月，外車輸入，進駐軍の払い下げ
車の認可を緩和したため，国産車は販売不振となっ
た。しかし，50年 6月 25日に朝鮮動乱が勃発し，51
年にかけて連合軍は，約 1万台の大型トラック等をわ
が国のメーカーに発注したことが，わが国自動車産業
の再生・発展の端緒となった2）。
各メーカーは朝鮮特需によって在庫を一掃し，設備
拡張，雇用増大により，経営が好転し3），この影響に
よる資本蓄積は成長の基礎となった。朝鮮動乱による
間接的な影響は，第 1に朝鮮特需が自動車産業だけで
はなく，わが国経済全体の復興を促進し，国内の交通
需要を大幅に刺激し，一般の自動車需要が急増したこ
とである。1951年 7月に朝鮮動乱の休戦会議が開催
され，自動車関連特需の消失，景気過熱による金融引
き締めもあったが，自動車生産量は増加し，53年に
は第二次世界大戦以前の四輪車生産のピークを上回っ
た。第 2に特需を契機に自動車生産設備の合理化が推
進され，コスト削減と性能向上が図られたことであ
る。当時多くの生産施設は，戦前・戦中からのもので
老朽化していた。そのため生産能率は低く，高精度製
品の生産が困難であった。各メーカーは旧施設の補修
を行っていたが，特需により金融が利用可能になっ
た。これにより設備の更新・拡張投資は，大型トラッ
ク部門を中心として進められ，製品技術改良により，
国際的な性能及び価格水準を目指した4）。そして，わ
が国メーカーの技術が向上し，新小型自動車が生産さ
れると同時に，工場の合理化と大量生産が達成され，
格安の日本車が外国へ輸出されることにつながって
図表 1 トヨタ，日産，いすゞの生産，実績 （単位：百万円）
メーカー 決算期 生産台数 売上高 純利益 配当率％ 資本金
トヨタ 1950年 2 月 4,100 2,070 76 0 201
50年 9 月 4,736 2,129 0 0 418
51年 3 月 8,219 4,348 249 20 836
51年 9 月 6,450 5,775 484 30 836
（4,674）
日産 1950年 12月 2,448 38 0 30
51年 3 月 1,754 114 20 350
51年 9 月 6,996 6,326 439 30 350
（4,325）
いすゞ 1950年 10月 1,811 19 10 85.4
51年 4 月 3,068 81 150
51年 10月 2,891 3,649 152 30 300
（1,256）
（ ）は特需生産台数（第 1～3次までに，納期は 1950年 8月～1951年 6月）
（出所）日刊自動車新聞社『自動車年鑑 1951―52年版』日刊自動車新聞社
李 薫（1993）「日本の自動車産業における企業成長と産業政策」『三田商学研究』第 36巻第 3号，p47
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いった5）。一方，当時のわが国では外貨事情から，増
大する国内需要を輸入車で充足し続けることは不可能
であり，国内乗用車工業の確立が急務となった。しか
し，欧米諸国との間における乗用車の性能・生産技術
面での大きな格差を短期間に解消することは困難で
あった。
（2）高度経済成長の出発点と自動車産業
1957年春に公定歩合が引き上げられたことで，わ
が国の経済は不況期に入り，「なべ底景気」と呼ばれ
た。しかし，社会的影響は経済指標の低下割合に比べ
て，第二次世界大戦前後では，わが国経済の体質が変
化したため，それほど大きくならなかった。また，58
年夏から 59年はじめにかけて，金融が緩和される
と，景気は再び立ち直り，設備は不足気味となり，59
年から 61年にかけて巨額の設備投資が行われた。好
景気は 59年秋には神武景気を超え，「岩戸景気」と呼
ばれた。岩戸景気は輸出ブームに支えられ，鉄鋼・機
械をはじめ，食品・雑貨等さまざまな商品の売上高が
伸長した。さらに外貨準備高も戦後最高の 12億 5,000
万ドルに達したことで，先進国の仲間入りをし，「貿
易自由化」を行う環境が整備されていった。そして，
59年 11月，通産省は自由化の第一弾として，輸入制
限緩和を打ち出し，ココア，バター，ウィスキー等を
自由化した6）。
1957～58年度には約 1兆 6,000億円の設備投資か
ら，59年度約 2兆 1,700億円，60年度約 3兆 700億
円，61年度約 4兆 870億円へと増加していた7）。また
60年 1月，政府は「貿易為替自由化の基本方針」を
決定し，貿易・資本自由化までの長期スケジュールを
発表した。そして 60年 6月 24日に閣議決定され，政
府は 3年後に 80％の商品自由化を目標とする「貿易
為替自由化計画大綱」を発表した。同年 7月 1日に
は，自由円が誕生し，資本自由化の先鞭をつけ，7月
19日には池田内閣が成立し，経済中心の施策を発表
した。高度経済成長政策のプラス面は，産業界の近代
的設備投資競争を誘発し，需要・供給規模を拡大し，
国民生活の水準を飛躍的に向上させたことであっ
た8）。実際に自動車業界における成長率は，前年比 80
％増となり，乗用車は年産約 50万台に伸長した。
一方で，1960年度の設備投資約 3兆 700億円は，
経常で約 10億ドル，総合で約 3億ドルの国際収支赤
字となった。そして，好景気による設備投資過剰から
国際収支悪化という悪循環が再び起こった。そこで，
国際水準に見合う低金利を目指して，61年 1月，1厘
引き下げを断行した。公定歩合も 7月に 1厘，さらに
9月に 1厘引き下げられた。上昇し続けていた株価
も，7月以降，暴落を続け，49年のドッジ暴落，53
年のスターリン暴落に続いて，第二次世界大戦後 3番
目の記録となった。一方，食料品・公共料金・サービ
ス料金・地代・家賃等，国民生活に関連した物価は，
前年度比 9.5％上昇した。政府は，62年 3月，インフ
レ傾向が顕著で物価上昇が大きな社会問題となったこ
とから，物価安定総合対策を行った。また，政府は
63年 12月に預金準備率を引き上げ，金融引き締めに
乗り出し，64年には公定歩合の日歩 2厘引き上げを
実施した。これら景気調整策により，わが国の景気は
低迷した。一方ではこの時期，企業の経営者は労働力
不足に悩まされ，大企業だけでなく中小企業も人材獲
得に傾注するようになった9）。
（3）貿易自由化の自動車産業への影響
池田内閣は，1960年 6月に閣議決定されていた貿
易為替自由化計画大綱と，特に貿易と資本自由化に対
応して，国内産業を一層強化するため，同年 12月に
「国民所得倍増計画」を閣議決定し，高度経済成長政
策を展開した。同時期に，通産省と経済企画庁が揃っ
て自動車の長期生産見込みを発表した。65年度には
総計 116万 1,000台（うち輸出は 22万 1,500台），70
年度には 224万台（うち輸出は 54万 7,000台）に達
するというものであった。この生産台数は，軽四輪車
を含んでおり，それぞれの実績から算出されたもので
あるが，当時の予想を超越したものであった。自動車
産業では池田内閣の所得倍増計画を歓迎し，各メー
カーは積極的に設備投資を行った。設備を更新して量
産化とコスト削減に努力し，新規需要開拓をする計画
であった。他方，自動車も海外諸国における貿易自由
化の潮流と貿易為替自由化大綱の推進から，貿易自由
化も間近に迫ってきた。この状況の中で，各メーカー
は，製品の基礎づくりと性能向上と価格引き下げを
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行った。それにより，各メーカーの販売競争が激化し
た。景気そのものは，やや過熱気味となり，61年か
ら金融引き締めなど景気抑制手段がとられたが，自動
車産業だけは例外で根強い需要があり，メーカーは積
極的に設備投資をした10）。自動車産業における自由化
対策は，乗用車の量産化を実現し，コスト削減を図っ
て価格を国際水準に近づけることに最大の重点がおか
れ，業界の設備投資競争がはじまった。さらに 61年
5月には通産省産業合理化審議会が，「乗用車 3グルー
プ構想」を発表し，これが設備投資ブームをさらに刺
激した11）。
一方，1962年 12月，通産省産業構造調査会の乗用
車特別小委員会は，65年 3月までに自由化を実施す
るという答申案を発表し，それ以降，業界再編成の機
運が高まった。63年 2月，わが国は国際収支を理由
に貿易の制限をしてはならない国である GATT11条
国に，64年 4月には国際収支を理由に為替の制限を
してはならない国である IMF8条国に移行し，同時に
OECDに正式加盟し，欧米諸国からは門戸開放を一
層迫られるようになった。各メーカーでは，一斉に設
備拡張に着手した。自由化率は 63年 8月に 92％に達
し，わが国は本格的な開放経済体制に突入することと
なった12）。
わが国の自動車産業は，商業車を中心に発展し，そ
の生産量もアメリカに次ぐ地位となった。そこでまず
1961年 4月，前年 6月に閣議決定されていた貿易為
替自由化計画大綱により，バス・トラックの商業車輸
入を自由化した。ただ輸入実績は，62年度約 900台，
63年度約 300台，その後も 500台に満たなかった。
一方，外国乗用車のわが国での小売価格は国産車の
50％以上にもなったが，自由化は抑えられてきた。
これは従来の輸入車価格が，輸入制限のもとで一部の
特定需要対象に形成されたのに対し，自由化実施に伴
い，価格政策の転換が予想されたためであった。実際
に当時の西ヨーロッパ自動車生産国間では自由化以後
も相当な値引輸出を行った。外国車価格引き下げの原
因は，メーカー出荷価格の引き下げだけでなく，専用
船利用による海上運賃低下と大量販売による販売マー
ジンの低下等があった。特に出荷価格引き下げは，各
国メーカーの価格政策で大幅なものになる可能性が
あった13）。
政府は，乗用車の競争力向上を考慮しながらも，乗
用車輸入の外貨枠を漸進的に拡大し，輸入車に対する
反応を確認しながら，自由化に踏み切る政策を採っ
た。これはわが国メーカーによる乗用車の競争力増
大，外貨保有の好転，海外からの強い自由化要請のた
めであった。1960年以降，外貨割当台数は増加し，
64年には輸入台数も 13,000台を超えた。しかし，乗
用車生産量の急増と量産体制確立に伴うコスト削減
で，輸入車に対する需要はそれほど増加しなかった。
一方で政府は自由化引き延ばし努力をしながらも，品
目・業種区分によって自由化を段階的に実施するスケ
ジュールを海外に向けて発表した。62年 12月の産業
構造調査会乗用車政策特別小委員会答申の概要では，
①量産体制の確立（車種数の抑制，提携・合併の促進
等），②財政資金の重点投入（量産化により相当量の
輸出が期待できる企業，提携・合併により量産化を図
る企業），③外車の輸入枠拡大，④国産車の価格引き
下げと性能向上，⑤部品工業の合理化，⑥新規参入の
抑制，⑦販売金融体制の整備，⑧道路等の環境条件の
整備があげられた14）。
そして，政府は 1965年 10月，完成乗用車の輸入自
由化に踏み切った。しかし，輸入車に対する脅威があ
り，外国車に対する心理的欲求以外にも問題があっ
た。それは KD（ノックダウン）方式の輸入，関税引
き下げ，企業進出等であった。しかし，実際には輸入
車の伸びは少なく，66年 1～12月でも15,244台，シェ
図表 2 乗用車輸入の外貨割当台数の実績
年 外貨割当台数（台） 同輸入実績（台）
1959 898 657
1960 2,374 921
1961 3,749 2,208
1962 6,279 4,020
1963 11,764 7,896
1964 13,577 10,835
1965 13,492 12,094
1966 15,569 15,244
（注）外貨割当は会計年度，輸入実績は暦年
（出所）通産省重工業局自動車課編（1958）『日本の自動車工
業』通商産業研究社
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アにして 2.1％であった。これは既に国産車が価格・
品質面でも，外国車に比べ遜色がなくなったためで
あった15）。自動車に関していえば，他の商品の貿易自
由化が先行したが，通産省による「時間稼ぎ」の間
に，自社の技術を磨き，外国車と比べても競争力のあ
る乗用車が製造されるようになったためと考えられ
る。
2 自動車生産の変化
（1）大型トラックから小型トラックへ，そして乗用車
への転換
小型トラックは軍用車としての適性に乏しく，第二
次世界大戦前・中には製造が制約され，各メーカーは
大型トラックや他の軍需品製造への転換を余儀なくさ
れた。第二次世界大戦後に，生産制限が解除された後
もその生産台数はわずかであった。しかし，1948年
頃から生産が軌道に乗ったことで，小型トラックが大
幅に増加し，大型トラックの生産台数を超えるように
なった。小型トラックはわが国の道路条件や燃料事情
等に適しており，自動車工業基本対策でも将来性が注
目され，生産体制の拡充が強調された。ただ，生産量
増大面では，小型三輪トラックが先行し，小型四輪ト
ラックが追随した。これは大手 2社が大型トラック部
門を重点的に拡充したため，小型四輪トラックの供給
量が限定されたが，小型三輪トラックの廉価性・経済
性・運転の簡便性等が，当時の需要に適合したためで
ある16）。また，戦時中の航空機メーカーから小型三輪
トラックへの参入が，当時広範に行われていた軍民転
換の一環であったという影響もあった。さらに民需を
対象として既存設備が利用可能な輸送機械分野が多
かったという供給側の背景もあった17）。そして，小型
三輪トラックは小型四輪トラックと比較すると，その
取り扱いが簡単で，安価なことから，自動車不足で再
び重要な輸送手段となっていた荷馬車・荷車などに代
わり普及した18）。
以上のような状況から，朝鮮特需後の自動車生産
は，小型三輪トラックが主であり，1953年に約 10万
台になり，トラック総生産台数の約 70％を占めた。
一方，小型四輪トラックの製品技術が，小型三輪ト
ラックに比べて複雑であり，量産体制が未整備で価格
も高かったため，朝鮮特需期は年産 1万台の水準にと
どまった。しかし，大手メーカーは，大型トラック部
門での資本蓄積を通じ，大型トラックと共用の形で生
産体制強化を図り，やがて大型トラックとの生産比率
を逆転させた。こうして，小型トラック工業は，経済
復興に伴う需要拡大，特に中小企業の事業所需要を中
心とした市場を背景に，次第に成長した19）。自動車工
業成長の背景には，第二次世界大戦後のわが国経済の
成長に伴う輸送需要増大があったが，50年代後半か
らの経済成長過程では，企業活動の迅速化，能率向上
のための合理化が要請された。また，少量輸送，戸口
輸送に広く自動車が利用されるようになった。こうし
て小型四輪トラック需要は 60年に入り急伸し，同様
に小型乗用車の需要とともに自動車工業発展の最大要
因となった20）。
さらに技術的な要因としては，小型三輪トラックは
性能を向上させても，居住性という根本的な弱点を克
服することができなかったこと，助手席の安全問題，
速度の向上の限界という問題があった21）。つまり，経
済の復興過程では，自動車は貨物の輸送手段のためと
いう実利手段としての利用であった。しかし，経済水
準の向上とともに，経済的実利だけではなく，別の価
値を求めるようになったことが，小型四輪トラックの
価格低下などの要因も重なり，経済的実利以外の要素
も自動車購入にあたっては重要な要素となったことを
示すものであった。
（2）わが国メーカーによる外国メーカーとの技術提携
1952年 4月，日米平和条約発効に先立ち，臨時物
資需給調整法が失効したため，指定輸入自動車等販売
規則が廃止され，外国車の国内取引が自由になった。
外国車輸入が認められ，国内取引が自由になると，
ヨーロッパメーカーの格安で性能の優れた小型車も輸
入されたため，わが国メーカーには脅威であった。各
メーカーは，短期間で自動車品質の国際水準に達する
ために，海外メーカーとの技術提携を図ろうとし
た22）。この背景には自助努力だけで，国際水準に接近
するには時間的な問題があったためであろう。
そこで政府は外国車輸入問題対策として，通産省は
5朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
自動車産業の育成方針を決定した。1952年 10月，
「乗用車関係外資導入に関する基本方針」を発表し，
52年末から 53年にかけて，各メーカーによる海外
メーカーとの技術提携を許可した。また，52年 10
月，この方針をより明確にするために通産省は「乗用
自動車関係提携及び組立契約に対する取引方針」を発
表し，外貨割当を国産化組立に優先させ，完成車輸入
はできるだけ制限する方針を打ち出した23）。わが国
メーカーと海外メーカーとの技術提携は，当該メー
カーだけでなく，他メーカー24）や部品メーカーの技術
水準向上も刺激した。この他に乗用車ではないが，新
三菱重工業が 53年 9月，アメリカ，ウィルス社と提
携し，「三菱ジープ」の生産を開始した。このような
技術提携は，60年 3月までにすべて解除されたが，
各メーカーは提携により習得した技術を純国産車製造
に生かした。一方，トヨタは乗用車の完全国産化を志
向した25）。また，技術提携を行ったメーカーも次の段
階では，トヨタと同様，乗用車の完全国産化に成功し
た26）。
わが国メーカーと海外メーカーとの技術提携は，他
方で国内での販売競争を加熱させた。1953年，トヨ
タは純国産車による国内市場確保を販売方針として掲
げ，「トヨペット SF型」乗用車の価格を 15万円引き
下げ，技術提携車に対抗した。一方，技術提携車の量
産化が進み，生産コストが低下したため，販売価格も
引き下げた。そして，54年 4月，小型乗用車の物品
税が，従来の 20％から 15％に引き下げられたこと
も，値下げ競争を刺激した。特に 55年から 57年にか
けて値下げ競争がさらに激しくなった29）。つまり，技
術提携車の登場による供給量増加が，乗用車市場に純
国産車・技術提携車・輸入車の競合状態を生んだので
ある。
さらにわが国メーカーは，自動車の導入技術習得
と，自動車をわが国の環境に適したものに改良する努
力を重ねた。1955年までにトヨタ自工，日産，富士
精密の 3社は，乗用車を相次ぎ発表した。そして，乗
用車部門への本格的な設備投資で，生産体制が拡充
し，わが国の乗用車工業発展の基礎を固めた。
（3）国民車構想とその影響
わが国の乗用車生産は 1947年に生産台数 110台で
再開したが，55年には 20,268台に達した。同年 1月
にトヨタは，純国産乗用車「トヨペットクラウン RS」
と「トヨペットマスター RR」を発売し，4月には富
士精密が乗用車「プリンス」の生産を開始し，10月
には鈴木が「スズライト」を発表した。55年には行
政レベルでは，3月に通産省が決定した「外国乗用車
国産化の新方針」で国産化率の引き上げや部品輸入に
対する外貨割当が決定された30）。
1955年 5月，通産省は「国民車育成要綱案」を発
表し，乗用車自給体制の早期確立の意向を示し，業界
に大きな影響を与えた。通産省が構想した国民車と
は，「安価にして軽量な小型四輪車で時速最速 100㎞
以上，定員 4名または 2名と 100キログラム重量の貨
図表 3 わが国メーカーによる外国メーカーとの技術提携状況
日産自動車
イギリス，オースチン社と提携（1952．12）＊27
日産オースチンを生産（1953．4）
いすゞ自動車
イギリス，ルーツ社と提携（1953．2）
いすゞヒルマンを生産（1953．10）
日野自動車
フランス，ルーノー公団と提携（1953．2）＊28
日野ルノーを生産（1954．3）
新三菱重工
アメリカ・ウィリス・オーバーランド・エクスポート社と提携（1953．9）
三菱ジープを生産
（出所）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『愛知トヨタ 25年史』愛知トヨタ自動車，p382，日刊自動車新
聞社（1954）『自動車年鑑（1954年版）』日刊自動車新聞，より筆者作成
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物が積めること，排気量 350から 500cc，月産 2,000
台で，生産価格を 15万円以下（後に販売価格 25万円
とした）とし，昭和 30年（55年）10月から生産を始
める」31）という条件に適合する自動車であった。この
構想は超小型で大衆的な低価格車で，輸出可能な乗用
車を 1社に集中生産することを意図したものであっ
た32）。当時，乗用車はタクシー向けの営業車需要がほ
とんどであり，しかもタクシー会社のほとんどは経営
状態が逼迫しており，需要先の圧力によってメーカー
が譲歩して値下げせざるを得なかった。また，国民車
構想は大衆オーナーを対象に乗用車を生産しようとす
るものであった。一方で，コスト的にはるかに安価な
外車を輸入する方が得策とする運輸省や運輸業者の意
見も強かった。そのため，自動車産業を戦略産業とし
て育成するという明確な形での産業政策確立には至ら
なかった33）。さらに国民車構想は一社独占という点
で，業界の反発を受け，関係メーカーの最高技術者会
議において，このような性能・価格の自動車を製造す
ることは不可能であるとの結論が出され，国民車自体
は具現化しなかった34）。
他方トヨタでは，国民車より一回り大きな大衆車開
発がほぼ同時期に開始され，富士重工，東洋工業，新
三菱自動車の 3社は 360ccの乗用車開発を開始し，小
型乗用車は競争が激しくなった35）。国民車構想に刺激
されて1958年に軽四輪乗用車（排気量360cc以下）が
発売され，新しい製品分野を形成した。これはわが国
で最初の純個人購入層向け乗用車として注目された。
しかし，その高速性能・耐久性面からは，価格が割高
であったため，生産量は低い伸び率で推移し，その
シェアは低下した。廉価大衆車の場合には，所得水準
と価格の差，市場規模の狭隘性と生産における小規模
性によるコスト高をどのように克服するかが問題で
あった36）。結局，通産省の構想した国民車は実現しな
かったが，国民車構想自体はわが国のモータリゼー
ションの過程で大きな影響を与えた。
自動車産業における激しい競争関係に国民車構想が
与えた影響としては，2つの評価がある37）。
1）国民車構想は競争排除的なものであったとし，こ
の構想が実現しなかったために激しい競争関係が生
まれたとする評価38）
2）国民車構想は競争排除的性格のみではなく，競争
促進的性格も有していたのであり，全社の意味での
構想は頓挫したが，後者の面からはこの構想は成功
したとする評価39）
朝鮮戦争後の自動車産業は通産省が主導する政策に
よって多くの恩恵を受けてきた。ただ，自動車業界と
通産省の関係は，それほど二人三脚的な関係ではな
かったことが指摘されている。例えば，通産省は「国
民車構想」，「自動車 3グループ構想」そして資本自由
化に備えるためにトヨタ，日産を中核とする業界再編
成を意図した。しかし，通産省と自動車業界の意思，
実際の動きは異なっていた。これを政策効果の観点か
ら見ると，かえって自動車産業全体のパフォーマンス
向上に寄与し，自動車工業確立を促進し，それを強化
図表 4 各メーカーの乗用車生産台数 （単位：台）
年度 日産 トヨタ
日本自工，
オオタ
プリンス
日野
（ルノー）
いすゞ
（ヒルマン）
1950 1,241（62） 491（25） 262（13） ― ― ―
1951 1,989（47） 1,746（41） 494（12） 16 ― ―
1952 2,213（46） 2,049（42） 385（ 8） 148（ 3） 30（ 1） ―
1953 3,933（35） 4,253（37） 806（ 7） 478（ 4） 1,425 453（ 4）
1954 4,191（29） 4,624（32） 218（ 1） 830（ 6） 2,420（17） 2,217（15）
1955 8,008（36） 7,827（35） 23（―） 1,308（ 6） 3,180（14） 2,031（ 9）
1956 15,361（43） 13,454（38） 39（―） 1,158（ 3） 3,640（10） 2,134（ 6）
1957 19,155（38） 21,626（43） ―（―） 2,963（ 6） 3,550（ 7） 2,752（ 6）
（ ）は構成比
（出所）公正取引員会『自動車工業の経済力集中の実態』，日本長期信用銀行調査部（1966）「自動車産
業の流通機構―その歴史的発展と現状の諸問題―」『調査月報』No．95，p35
7朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
させる効果を持った40）。つまり，各メーカーは通産省
が打ち出してくる政策を，そのまま受容せずに，この
政策に対する各メーカーによる対抗としての自助努力
がその後の自動車産業全体の発展へと導いたのであ
る。もし，通産省が自動車産業に対してさまざまな政
策を打ち出さなければと考えるとき，通産省の志向す
る方向には向かなかったが，自動車産業全体の技術力
や生産性を高める結果になったといえる。
3 自動車需要の変化
（1）営業車から自家用車，普通車から小型車への移行
1955年にはじまり 56年を中心とした「神武景気」
により未曾有の売上高を計上した企業が多かったが，
57年下半期から「なべ底景気」と呼ばれた不況期に
突入し，急速に景気が悪化し，自動車販売業界を取り
巻く状況も厳しくなっていった。また，増加した自動
車需要とこれに伴う中古車問題が不況により加速し，
一層深刻な様相となった。
乗用車はハイヤー，タクシーから自家用車，トラッ
クは普通車から小型車へ中心が移動した。また自動車
は，職業運転者が運転するという考え方が変化し，運
転免許取得者が増加した。乗用車の大衆化段階に入る
と，その性格は単なる輸送手段から 1つの生活様式と
なり，あらゆる階級に属する人々にとって誇りと慰安
をもたらす手段に変化していった41）。そして，市場が
変化したことで，プロモーション活動にも質的変化が
みられるようになった。1950年代の自動車需要の変
化を 3つの段階に分けると，図表 5のように整理でき
る。
第一段階は車を販売するためのプロモーション，第
三段階は新たな市場創造のためのプロモーション，第
二段階はこの 2つが入り交じった中継的なものであっ
た。このようなプロモーション活動の質的変化はモー
ターショーに表れた42）。つまり，モーターショーに出
品され展示される自動車がトラックや商業車から，個
人自家用車としての乗用車の出品が増加したのであ
る。
（2）モータリゼーションのはじまり
モータリゼーションはさまざまに定義されるが，本
稿では「自動車の用途拡大とユーザー拡大」と単純に
捉えておくことにする。したがって用途では営業用か
ら個人使用への変化，ユーザーでは法人顧客から個人
顧客への変化を指している。
1950年代半ばからの乗用車市場における中型車か
図表 5 1950 年代の自動車需要の変化
営業車中心時代
（1953年頃まで）
取扱車種は普通型トラック中心で営業車主体であった。プロモーション対象として一般大衆を考える必要
はなく，ターゲットは専門ユーザーであった。専門ユーザーは，自動車に対する知識があり，品質，性能
は狭く深く訴求することが必要であった。プロモーション活動の主体はセールスマンであり，セールスマ
ンによって顧客へカタログ，パンフレット，チラシ等が配布された。
営業車中心である
が小型車が台頭し
自家用開拓に努力
した時期
（1956～57年）
トラックでは小型トラックが急速に増加し，需要先別比重が営業用から自家用へと移行した。乗用車への
関心も高まり，販売先も当初は，ハイヤー，タクシー会社が中心であったが，次第に一般企業，団体等法
人用として普及しはじめた。購入者は中小企業経営者，商店主，会社の購買担当者であったので，必ずし
も自動車について専門家ではなかった。そこで自動車使用の有用性，必要性を明確に感じていない顧客を
吸引する必要が出てきた。つまり，品質・性能以前に，自動車の有用性を訴求する必要があった。プロ
モーション活動の主体はセールスマンであるが，第二次的なものとして，ダイレクトメールが活用され
た。
自家用車中心時代
（1958年以降）
1958年に乗用車販売では，はじめて自家用車が営業用を超えた。そして，59年には，自家用が営業用の
2倍近くに膨張した。トラックは 57年から小型トラックが普通トラックの 2倍以上販売され，自家用向
け比率が，営業用向けを凌駕し，トラック，乗用車を通じて小型車中心の自家用車時代に入った。プロ
モーション活動は大きく変化し，広告媒体として，マス・メディアがクローズアップされ，広告代理業者
との接触が深くなった。マス・セールでは，セールスマンの数を増やし，人海戦術を展開しても，得られ
る効果には限界があった。
（出所）トヨタ自動車販売（株）社史編集委員会（1962）『トヨタ自動車販売株式会社の歩み」トヨタ自動車販売（株），pp163―164
より筆者作成
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ら小型車への移行は，トヨタではクラウンからコロ
ナ，日産ではオースチン（後にセドリック）からブ
ルーバード，というふうに主力車種が変化した。これ
以降，この両車種の競合が繰り返された。ブルーバー
ドは，59年 7月に発表され，当初から販売は堅調で
あった。一方のコロナは，57年 5月でブルーバード
よりもかなり発売が早かったが，当初はエンジン欠陥
が多発し，タクシーに使用されたコロナにトラブルが
多発した43）。また，スタイルの悪評などのため，販売
は不調であった。しかし，60年 4月のフル・モデル
チェンジにより立ち直り，64年のモデルチェンジで
伸長した。こうしたコロナとブルーバードの競争は，
小型車クラスという大衆購買層レベルで行われたた
め，モータリゼーションの浸透に寄与した功績が大き
かった44）。そして，わが国では 60年頃から価格競争
と新車販売とモデルチェンジによる非価格競争のウェ
イトが高まった45）。
1958年から自家用車市場が営業用市場を上回り，
国民の所得向上，素材・部品産業の発展などを背景
に，トヨタを筆頭に各メーカーは，競って乗用車開発
に乗り出した。特にコロナとブルーバードのような箱
型車市場の覇権をかけて「BC戦争」と呼ばれる激し
い競争が起こったが，その過程でモータリゼーション
の裾野が拡大していった46）。
1950年代半ばからのモータリゼーション47）萌芽期
の自動車業界における特徴として，次の 4点があげら
れる48）。
1）乗用車比率の上昇
2）小型三輪トラックから小型四輪トラックへの移行
3）小型二輪車や軽二輪車から小型・軽乗用車への移
行
4）小型トラックの乗用車的性格化
1950年代半ばからのモータリゼーションの萌芽期
にあらわれた特徴は，1966年にモータリゼーション
が本格化する基盤作りでもあった。その傾向は継続
し，特に乗用車比率と個人保有比率の上昇が著しかっ
た。乗用車の保有比率は，60年に 33.8％であった
が，65年 34.6％，70年 49.9％，74年 59.2％と 伸 長
し，乗用車がトラックを逆転した。乗用車普及の背景
には，50年代半ばから 60年代にかけて「三種の神器」
「3C」といわれた消費ブームがあったことや，レ
ジャー旅行の増大，国道・高速道路の整備進捗，若者
の免許取得率の上昇等，需要側の要因が大きかった。
また，乗用車の需要構造変化もあり，新規需要は個人
比率の上昇期と重なり，64年にピーク（39％）を迎
えたが，普及が加速化するにつれて代替需要が増大
し，67年にはついに 70％を突破し，代替需要時代を
迎えることになった49）。つまり，自動車販売における
競争激化は，この時期における個人需要層拡大という
市場特質があったためである。
当時，日本自動車工業会が実施した大衆車以上の乗
用車業態別購入比率調査では，純個人の比率が 1963
年から急上昇している。62年に 14％であったが，64
年には 22％にまで上昇し，66年には 30％を超えた。
63年頃を境として，それまでの法人の自家使用か
ら，個人自家用中心の本格的モータリゼーション段階
に入ったといえる50）。特に 60年代に入ってからの乗
用車の個人顧客層の拡大はそれまでの販売方法も変化
図表 6 乗用車業態別購入比率推移 （単位：％）
業 態 1962 1963 1964 1965 1966 1967
個人 13.9 16.1 22.0 28.4 30.3 39.1
サービス業 14.3 13.2 12.6 11.9 9.7 8.0
ハイヤー・タクシー業 21.2 19.2 15.9 11.4 9.6 7.6
商業 15.6 16.5 16.5 16.6 17.8 14.8
製造業 18.0 17.4 15.5 14.0 13.6 12.1
建設業 5.2 5.9 5.7 5.7 6.0 5.9
その他 11.8 11.7 11.8 12.0 13.0 12.5
（出所）「日本自工会調べ」トヨタ自動車販売株式会社社史編纂委員会（1980）『世界への歩み トヨ
タ自販 30年史』トヨタ自動車販売（株），p119，一部改
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させる契機となった。
（3）乗用車中心のモータリゼーション
1961年 6月のトヨタのパブリカ発売は，自動車販
売業界に大きな影響を与えた。第 1には，購買対象を
従来のクラウン，コロナのようないわゆる法人中心の
顧客層から，一般大衆層を中心に拡大し，転換したこ
とである。これによって，わが国のモータリゼーショ
ンは乗用車中心で，大衆に支えられた乗用車時代へと
移行した。他のメーカーからもパブリカと同じクラス
の車種が発売されたが，パブリカの影響が最も大き
かった。第 2には，それまで比較的接近していたトヨ
タと日産の販売競争も，パブリカの発売でトヨタ優位
が明確になった。つまり，トヨタは日産よりも先に大
衆車ユーザーを開拓したことで，両社の差がついた。
日産はパブリカよりもかなり遅れて，66年 4月にダッ
トサン・サニーを発表したが，トヨタはすぐにパブリ
カとコロナの中間層を狙って，新たにカローラを発売
して対抗した51）。さらに消費革命やレジャーブームと
いう言葉で表現されるように，パブリカの発売を契機
として，一般庶民と乗用車の距離が一気に縮まり，大
衆車時代となった。こうして，乗用車市場には，普通
車，小型車，大衆車がラインナップされていった。
また，自動車業界では，乗用車を中心とするモータ
リゼーションを飛躍の好機ととらえ，各メーカーは，
大規模な乗用車専門工場建設と販売網拡大に傾注し
た。さらに 60年以降，乗用車市場への新規参入が相
次ぎ，乗用車メーカー数は 11社になった。それぞれ
を区分すると次のようになる52）。
1）戦前からのメーカー：トヨタ自工，日産
2）大型トラックからの転換メーカー：いすゞ，日野
自工
3）航空機からの転換メーカー：富士重工，プリンス
自工，三菱重工業
4）二・三輪車からの転換メーカー：東洋工業，ダイ
ハツ，本田技研，鈴木
このようにして形成されていった自動車工業は，各
メーカーが自社の製造技術を磨きつつ，製造した自動
車を市場に受容されるため，マーケティングにも力を
注ぐ必要が出てきた時期でもあった。
（4）わが国モータリゼーションの特徴
わが国における初期のモータリゼーションは，国民
の所得水準上昇と自動車価格低下により，自営業を中
心とする層に自動車が浸透したことで，自動車保有台
数は飛躍的に増加した。1958年末には約 82万台で
あったが，63年末には約 377万台となり，わずか 5
年間で 4.6倍になった。
第二次世界大戦後，わが国のモータリゼーションの
先鞭をつけたのは，先に触れたが小型三輪トラックで
あった。1950年代半ばからは，モータリゼーション
の中心は小型四輪トラックへ移行し，その後生産活動
図表 7 1950 年代半ばから 60年代半ばまでの乗用車販売台数
年
普通小型四輪車
（千台）
軽四輪車
（千台）
乗用車合計
（千台）
同左前年比伸び率
（％）
1955 20 0.05 20 ―
1956 32 0.09 32 58
1957 44 0.08 44 40
1958 49 0.6 49 11
1959 69 4 73 48
1960 116 29 145 99
1961 175 54 229 58
1962 201 59 259 13
1963 294 77 371 43
1964 411 82 494 33
（出所）日本自動車工業会（1971）『自動車統計年表 1971』，河村泰治（2000）『自動車産業とマツダの歴
史』郁朋社，p45より転載
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の活発化に伴う輸送量増大を背景に普通トラックが普
及した。つまり，わが国のモータリゼーションはト
ラック主導ではじまったが，岩戸景気を契機としてそ
の流れは大きく変化したのである53）。それは国民の生
活水準の上昇，1954年以降の整備計画に基づく道路
事情の好転等を反映させたものであった。モータリ
ゼーションが，トラック主導型から乗用車主導型へと
変化することで，特に保有層の中心が業務・営業用か
ら個人自家用に移行しつつあった小型乗用車は，58
年末の約 18万台から 5年後の 63年末には約 94万台
に達し，5.3倍になった54）。
アメリカなどの資本主義国では，モータリゼーショ
ンは乗用車からはじまり，乗用車を中心に進行した。
一方，当時のソ連や東欧共産主義国では，モータリ
ゼーションがトラックから始まり，保有台数面でもト
ラックの割合が高かった。この相違は，それぞれの国
の経済体制によるところが大きいが，当該国の産業や
国民所得なども影響している。わが国は資本主義国で
あるが，モータリゼーションの起源が他の先進資本主
義国と比較すると，トラック中心ではじまったのが特
異であった。また，わが国のモータリゼーションは，
国民所得・道路事情・天然資源（燃料）等の問題も
あった。それよりもわが国のモータリゼーションに大
きな影響があったのは，根本的には民間企業の新商品
開発意欲から出発するものであったが，これがすぐに
軍部によって利用されたことも，特異な形をとった大
きな原因の 1つであった。ただ，当時のわが国自動車
業界には，こうした軍部の保護育成策に強く支持さ
れ，それが自動車の発展に大きく貢献した面もあり，
この育成策がその後のわが国におけるモータリゼー
ションの内容に大きな影響を与えた55）。
つまり，資本主義という経済体制を採用した国にお
けるモータリゼーションは乗用車の普及により始まる
のが一般的であったが，わが国の場合，第二次世界大
戦に至る過程と大戦中の軍事物資の輸送上，トラック
が必要であった。そのため軍事上の理由から，軍部が
自動車工業を育成した。そして敗戦後，経済状況が困
難を極める中で，物資の移動のためにはまたトラック
が必要となったのである。トラック工業を育成してい
く中で，わが国経済の再建と成長があり，国民生活も
豊かになりはじめた。さらに自動車技術の向上があ
り，競争力のある乗用車工業になるにつれて，わが国
の特異なコースとしてのモータリゼーションが進展し
ていくことになったのである。
4 自動車メーカーのディーラー政策
（1）メーカーによる専売制の確立と系列化
第二次世界大戦直後の自動車流通（配給）は，中央
機関であった日本自動車配給（株）が解体されたた
め，各メーカーは，各府県の配給整備会社を通じて直
接販売していた。しかし，この配給整備会社も次第に
解体され，各メーカーは専属ディーラーを設置するよ
うになった。これには次の 2つの理由があった56）。
1）戦後の復興計画において，生産優先の金融政策に
より，商業金融が圧迫され，各地のディーラーでは
販売資金の自己調達がほとんど不可能となり，その
経営は困難を極めたため
2）メーカーも販売台数を増加させ，長期的発展を図
るため安定的な市場確保を必要としたため
また，メーカーが多額の販売資金をディーラーに投
入するようになり，ディーラー管理がメーカーにとっ
ても重要な問題になった。この問題に対しては，次の
2つのシステムがとられた57）。
1）メーカーから販売機能を分離独立させ，総販売会
社を設けて販売を専業化させるいわゆる総販売方
式58）。このシステムは，生産活動と販売活動を分離
することで，それぞれ専門化が可能になり，金融操
作がしやすくなるというメリットがあり59），トヨ
タ，プリンス，日野が採用した。
2）生産と販売を不可分とし，生産部門と販売部門と
を総合的に管理するメーカー直売方式。このシステ
ムは，メーカーとディーラーとの結合が緊密になる
ことで，販売コストを低く抑えることができ，生産
資金と販売資金を総合的に運用することで，資金面
に機動性がもたらされるというメリットがあり60），
日産，いすゞ，東洋工業が採用した。
トヨタ自販を設立することで総販売会社方式を採用
したトヨタは，在日米軍の特需物資調達本部
（APA）61）からの需要に対してはトヨタ自工が直接販売
11朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
していた。その他の需要には国内・海外とも，トヨタ
自工は全製品をトヨタ自販に卸売し，総販売会社が直
売方式とほぼ同じシステムで販売した。一方，直売方
式を採用した日産は全国の特約ディーラーへ直接卸売
し，それらは指定地域内の一般顧客に販売した62）。
アメリカ，ヨーロッパ諸国，そしてわが国の自動車
流通に用いられているディーラー・システムは，当該
国の自動車市場の発展段階や市場環境の違いによって
多少異なるが，それぞれの発展段階においては，メー
カーによる流通業者「系列化」の現象がみられる63）。
系列化という意味は次のような関係において特徴的で
ある64）。
1）特約販売店制で特定メーカーの専属ディーラーと
して，当該メーカー製品だけを販売する。
2）販売地域指定制を採用し，区域外顧客に販売した
場合，当該区域担当ディーラーとの協定で，区域侵
害料を支払わなければならない。それはアフター
サービスの問題65）があるためであり，販売区域は厳
守されている。
3）販売数量は契約によって，取扱車種に規定される
が，わが国ではイギリス，アメリカなどのディー
ラー契約と異なり，それほど強制的ではない。
4）ディーラーは資本的には独立し，メーカーないし
総販売会社の川上企業との資本的関係はそれほど強
くない66）。多くの場合，メーカーないし総販売会社
との資本的連携はみられない。
5）ディーラーの契約は 1カ年契約である（イギリ
ス，フランスでは 1カ年契約，アメリカでは 5カ年
契約）。わが国の商習慣上，あるいは専属ディー
ラーであることなどから更新時に契約が破棄される
ことはほとんどない。
6）ディーラーは整備工場の設備を有し，修理を担当
し，メーカーに代わって苦情（クレーム）処理を行
う。
国や地域によって，メーカーによる流通系列化の方
法は異なっているが，基本的には自動車という製品特
性上，他の日用品等よりも流通系列化をしやすく，
マーケティング・チャネル管理上の優位性がメーカー
側にあったということができよう。
（2）メーカーによる複数マーケティング・チャネルの
採用
わが国の自動車流通システムの原型は，1930年代
からアメリカのシステムを模倣したものである。した
がって，わが国とアメリカの自動車販売（流通）形態
やマーケティング活動には類似点が多いといわれてい
る。ただ，わが国では外車ディーラーを除き，ディー
ラーの系列関係が明確であり，アメリカと比較しても
かなり特徴的であることが指摘されている67）。また，
わが国の場合には，地区別のディストリビューター
（配給業者）が存在しないが，アメリカではほぼ各州
単位の地域ディストリビューターが卸売機能を担当し
ていた68）。ディストリビューターは，メーカーを生産
に専念させ，メーカーと小売業であるディーラーの財
務上のギャップを埋め，季節的な販売に必要な物流機
能を果たした。したがって，アメリカではディストリ
ビューターはディーラーを組織する上でメーカーより
も優位な地位にあった69）。したがって，わが国とアメ
リカでは相違点もあるが，表面上は両国の自動車流通
システムは大体において似ているとみてよい。ただ
メーカーとディーラー間の契約書など，表面の関係だ
けをみるのではなく，目に見えないメーカーや販売会
社によるディーラーに対してのパワー行使の方法等を
観察するとき，大体において似ているという評価はで
きないと考える。
わが国のディーラーは，第二次世界大戦後の再編期
を経て，1県 1店のディーラーとして出発したが，そ
の後，生産量増大と車種多様化に伴い変化した。ま
ず，1953年 3月，トヨタは東京地区に直営の東京ト
ヨペット（株）を設立した。そして，54年 9月，ト
ヨタは SKBトラック，後の「トヨエース」発売にあ
たり，56年 2月から全国的にトヨペット店を設置し，
複数店制を採用した。その後，ディーゼル車70）販売に
際しても主要都市にディーゼル系ディーラーを設置し
た。また 61年には大衆車のパブリカ専門のディー
ラー設置等，製品ブランド別専門店制へ移行していっ
た。大都市中心に各メーカーともメインディーラーの
強化を図るとともに，各ディーラー網強化を行った。
つまり，車種別にマーケティング・チャネルを再編成
するという傾向があった。トヨタでは，パブリカ専門
12
店のチャネル形成に乗り出し，全国で 63店，東京で
10数店が発足した。これはマーケティング・チャネ
ルの車種別再編成を意図したものであった。これによ
りトヨタは，多角化する扱い車種の整理，マーケティ
ング・チャネルの巨大化を防ぎ，多車種系販売の負担
軽減等を図ることになった。
日産は1956年9月に中型トラックであるニッサン・
ジュニアの発売にあたり，日産モーター系のディー
ラーを全国に設置し，複数店制を採用した。さらに
58年秋には，ダットサン・キャブライト発売に伴う
車種増加に伴い，大都市ではキャブライト専門店，乗
用車専門店等を設置した。そして，65年 4月，ダッ
トサン・サニーの発売に際して，サニー専門店を設置
した。これにより日産は 1県 2店制を布き，ディー
ラー各社はきめ細かな販売戦略と能力を発揮すること
により，その後のモータリゼーションに対応すること
になった71）。また，東洋工業はトラックと乗用車との
ディーラーを区分し，マツダ系とマツダオート系の複
数チャネルを布いた。
自動車の貿易自由化を間近に控えた 1964年には年
間四輪生産は，160万台になると予測された。63年 1
～12月が約 128万台であったことからすると，27～28
％程度の成長が見込まれた。そこで，各メーカーとも
販売体制の強化，マーケティング・チャネルの整備に
努めた。トヨタはこれまで地区別，車種別にトヨペッ
ト，トヨタ，トヨタディーゼルとディーラー 1社主義
であった。しかし，東京では，このメインディーラー
である東京トヨペットの他に，東豊トヨペット，東都
トヨペットの 2店を増設し，大阪では，大阪トヨペッ
ト社へトヨタ自販の専務を派遣し，大阪地区の地盤固
めをした。また，大都市での販売体制強化では，い
すゞは，1500ccクラスの新車種ベレットの専門チャ
ネルとして，モーター店系を予定していたが，ベレッ
ト専門店設置の可能性もあった。さらにいすゞは中京
地区では名鉄資本を背景とした中部八洲自動車に常務
を社長として送り，中京いすゞとして再出発させ，64
年 3月までに営業所，サービス向上，要員を倍増させ
ようとした72）。
プリンスでも，都内メインディーラーとして新宿プ
リンスを発足させたが，小型チャネルへの切り替え第
一陣として，スカイライン 1500を重点的に販売し，
将来的にスカイライン専門店チャネルの形成もうかが
われた。また，富士重工では 1964年から 65年にかけ
て，約 20億円を投じてチャネルの強化育成方針を固
め，既存ディーラーのセールスマン増強とサービス向
上の拡充強化を図る計画をした73）。そして，ダイハツ
でもコンバーノ，ベルリーナの販売と同時に，大都市
中心に 25億円を投資，乗用車販売網の育成に乗り出
図表 8 米・日の自動車流通に関する下川（1987）の見解
ア メ リ カ 日 本
共通部分
「同じフランチャイズ・システムを取り，フランチャイズ協約に自動車の発注，引渡
し，価格決定，引取台数，マージン，支払決済方法，瑕疵担保責任，契約解除の条件等
メーカーとディーラーの取引内容についての基本事項について明記している点」は共通
している。
相
違
部
分
メーカーとディーラーとの関係
短期志向，ディーラーの新陳代謝，交代が
激しい
長期志向，信頼関係関係
経営規模
大規模ディーラーと中小ディーラーが混在
し，1店当たりの規模は小さい
ディーラーの規模は大きい，営業拠点が多
数存在し，1拠点当たりの規模はアメリカ
とほぼ同じ
販売形態 店頭販売 それまでは訪問販売が中心
消費者サービス，アフターフォ
ロー
不十分 極めて徹底している
（出所）下川浩一（1987）「日本自動車産業の流通販売システムの国際比較と今後の自動車流通の革新」『経営志林』第 24巻第 2号
に掲載されたものを孫飛舟（1997）「二つのディーラー・システム―米・日自動車流通システムの比較研究―」『星陵台論集』
第 30巻第 2号，神戸商科大学大学院研究会，p81に掲載されたものを一部改
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すことになった。三菱重工合併後のふそう，菱和全国
販売網の整理統合についても，車種別が中心になるも
のと予想された74）。以上のように，60年に入り，次
第に貿易自由化が近づくと，各メーカーは海外メー
カーの自動車に対抗するためには，自動車の生産技術
や生産量だけではなく，いかに国内に強靱できめの細
かいマーケティング・チャネルを張り巡らせるかとい
うことを重視するようになったのである。このような
行動は当初は国内メーカー同士の競争であったが，次
第に海外メーカーとの競争の打ち勝つためにも有効な
方法であることを認識するに至った。
5 販売競争の激化と販売店経営
（1）ディーラーにおける自動車販売の変化
第二次世界大戦後は，顧客の信頼を獲得するため，
大学卒セールスマンの大量採用が行われ，戦前とは
セールスマン像が変化した。大戦以前のセールスマン
は，わずかな固定給の他は，1台販売するごとに歩合
を受け取るコミッションセールスマンであった。それ
が戦後は，身分が保障されたハウスセールスマンが主
流となった。また，縁故を頼る販売活動に代わり，テ
リトリー制によって責任区域が定められた。大戦以前
にもテリトリー制は多少あったが，戦後は市場把握，
計画的訪問販売活動，顧客の信頼獲得，セールスマン
の社会的地位向上を目指すために，広く導入されるよ
うになった75）。
しかし，終戦直後のセールスマン活動管理は不十分
で，簡単な営業日報をマネジャーに提出し，1日の行
動指示，報告を行っていた程度であった。セールスマ
ンの営業活動での移動には，通常，電車・バスなどの
公共交通機関が利用され，一部で単車，スクーターが
使用された。そして，わずかではあるが中古車の小型
トラックも使用された。販売拠点は本社 1店だけか，
わずかな支店，営業所があった。その後，市場が拡大
するにしたがい，顧客の利便性，セールス活動の効率
を考慮し，拠点設置が中都市を皮切りに進められ，そ
の拠点にはサービス工場が併設されていった76）。
当時，大学進学率がまだ 10％もない時期に，しか
も小売業という業種において，販売員として大学卒業
者を採用したことは特異なことであった。大手スー
パー等で大卒者が採用されはじめたのは 1970年代に
入ってからであったことを考えると，ディーラーにお
ける大卒者採用は，自動車という製品の信頼を高め，
とかく小売販売という商業の地位の低かった業界に顧
客からの信頼を得る 1つの契機となったのである。
（2）自動車需要の開拓
各メーカーが新車を市場に投入すると，販売競争も
激化した。そのために各メーカーのマーケティング政
策は，販売競争の手段である反面，次第に法人レベル
から個人レベルにまで浸透しつつあった自動車需要を
開拓する役割も果たした。それには次のようなものが
あった。
まず，現在のように新車の故障がほとんどない時代
ではなく，しばしば故障した時代であった。新車の保
証期間，走行距離に対する保証距離延長では，顧客が
大衆層に拡大したことも影響し，顧客に安心感を訴求
するために採られた政策であった。次に割賦販売制度
の改善については，わが国で割賦販売法が施行された
のは 1961年であったが，それ以前にも多くの企業で
割賦販売が行われていた。しかし，割賦販売期間が短
かかったり，購入者には非常に利用しにくいシステム
であった。そこで，割賦販売制度を改善することで，
より顧客が利用しやすいような政策採用となった。こ
れは自動車ローンの採用でも同様で，一括で購入する
ことができなくても，自動車を保有し，その利便性に
与れるという点が訴求できた。そして，広告・宣伝活
動の変化については，顧客層が法人層から一般個人を
対象にすることになった影響によるものである。いず
れの政策についても，顧客層の変化，潜在も含めた顧
客数の増加が，メーカーや販売会社，ディーラーの
マーケティング政策の変化に与えた影響が大きい。
（3）自動車の貿易自由化直前のディーラー経営状況
自動車の貿易自由化直前の時期であり，わが国の本
格的なモータリゼーション以前の 1963年における普
通車，小型四輪車を販売するディーラーの平均的な規
模は，55人のセールスマンを含めて従業員 252人を
雇用し，営業所や整備・修理工場として 4～5事業所
14
（販売拠点）を保有し，年間 212台の自動車（新車 128
台，中古車 84台）を販売するものであった。また，
事業運営への投下総資本は 15億 6,700万円で，年間
2,800万円の純利益をあげていた。ディーラーの 22.5
％にあたる 81店はサブ・ディーラー 782店を利用し
ており，1店当たり約 10店のサブ・ディーラーが存
在した。軽四・三・二輪車ディーラーでは，56.7％に
当たる 191店が 15,957店のサブ・ディーラーを利用
していた。ディーラー1店当たり84店のサブ・ディー
ラーを利用しており，後者の販売チャネルはより緻密
であるといえる。これらのサブ・ディーラーの多くが
取り扱っている車種は二輪車であった79）。
ディーラーの収益構造は，新車部門，部品及び整備
部門，そして割賦販売手数料を中心とする手数料収入
部門の 3部門が柱となっている。わが国ディーラーの
場合，特徴的だったことは，次の 3点である80）。
1）売上構成では新車販売が中心であり，部品，整備
部門の割合が低いが，収益面では後者のウェイトが
高い
2）中古車部門は赤字であること
3）手数料収入のウェイトが大きいこと
また平均的ディーラーの財務構成は，流動負債が総
資産の 84.2％を占めていた。小売業全体ではこの比
率が 71.9％であったので，ディーラーにはかなりの
流動負債があったといえる。これは自動車が主として
割賦販売されたためである。さらにディーラーの部門
別収益を見ると，ディーラーは新車販売に伴う種々の
業務を行うが，大別すれば新車，中古車，部品等の販
図表 9 自動車ディーラーにおけるマーケティング政策の変化
1）新車保証期間の延長
1963年 3月から，トヨタ，日産，プリンスは，新車保証期間を従来の「3ヶ月または 1万㎞」から
「1年または 2万㎞」に大幅延長した。さらに本田は，64年 11月から，保証期間を「2年または 5
万㎞」に延長した。
2）月賦販売制度の改善
1961年 2月当時，テレビの約 56％，電気洗濯機の 39％，電気冷蔵庫の 30％が割賦販売されてい
た。自動車（新車）の場合は，その比率はさらに高く，たとえば小型乗用車 77.3％，小型四輪ト
ラック81.4％，普通トラックでは88.9％にも達した。割賦期間は，小型・同トラック13～18ヶ月，
普通トラック 19～24ヶ月であった。自動車販売業界としても，販売競争の激化と乗用車の自由化
機運が高まっているなかで，割賦販売比率の上昇と割賦期間の長期化を予想し，増加する割賦販売
資金を安定的に調達できる体制が確立されることを強く望んでいた77）。
3）自動車ローン
月賦販売制度とともに自動車ローンの導入は，自動車購入を容易にする効果を持っていた。それは
自動車購入において，都市銀行の消費者金融制度が利用可能になったからである。消費者金融制度
は，アメリカでは自動車等の耐久消費財普及につれて，既に 1920年代から発展していたが，日本
では企業の生産活動に必要な資金を融資する企業金融に比べ，まだ普及段階にはなかった78）。しか
し，60年以降，消費者金融制度は急速に関心を持たれるようになった。それは高度経済成長下で
の大量生産にはそれに見合う大量販売が不可欠であり，そのためには，消費者の購買力を高めなけ
ればならないこと，消費者欲求の先取り意欲の向上という背景があった。自動車販売業界は，この
ような背景から，金融業界に働きかけた。それと同時にこの時期に比較的購入しやすい大衆向け乗
用車が登場し，消費者金融制度の成立を促したといえる。トヨタといすゞは 63年 4月から，プリ
ンスは 7月から，ダイハツは 11月から，それぞれ都市銀行数行と提携し，一部車種で，自動車消
費者金融制度を設け，融資業務を開始した。63年 11月にはトヨタは，対象車種を乗用車から小型
トラックにまで拡張し，融資額も 50万円から 130万円に引き上げた。そうした措置はその後他社
に拡大し，自動車購入は容易になっていった。
4）広告・宣伝活動の変化
1950年代後半までの各メーカーのプロモーション活動は，商品そのものを直接的に告知し，訴求
しようというものであったり，キャラバン隊の組織化や映画やスポーツとのタイアップなどといっ
たデモンストレーションによる顧客動員型が中心であった。自動車の潜在需要を開拓することが課
題であった時期であり，同時にテレビの急速な普及により消費ブームが触発されつつあった時代風
潮もあり，そうしたプロモーション活動が採用されたのは，当然であった。その一方で，企業間の
競争は，商品面での競争とともに，各企業に対して人々が抱く企業イメージ面での競争の段階に
入った。
（出所）（社）日本自動車工業会（1988）『日本自動車産業史』（社）日本自動車工業会，pp164―166より筆者作成
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売，整備・修理及びその他に分けられる。部門別収益
状況は，車両販売の粗利益率 9.6％に対し，整備部門
の粗利益率は 40％近くになった。特に粗利益額とし
ても，整備部門のそれは全体（その他部門を除く）の
19％を占めていた。しかし，整備・部品両部門の収
益 7,100万円に対し，営業コストはそれをかなり上回
る 8,900万円となった。自動車普及国のディーラーで
は，部品販売も含めての整備部門の収益が営業コスト
を賄い，自動車販売収益がそのままディーラー利益と
なるような経営が健全とされている。わが国のディー
ラーはこの理想からはほど遠い状況であった81）。
（4）自動車ディーラーの経営問題
第二次世界大戦後から乗用車の貿易自由化までの期
間，自動車販売業界の合理化・近代化は，それまで生
産第一主義の下に，第二義的扱いを受けてきたため，
生産業界に比べて著しく立ち後れていた。1960年代
前半に販売業界が直面した問題は次の 3点に要約され
る82）。
1）大量販売資金の準備
2）販売店経営基盤の強化
3）中古車対策の確立83）
自動車は，その製品性格上，耐久性，高価性，物件
確認の可能性等の特性があり，割賦販売が可能であ
る。60年代はじめは，新車，中古車あわせて約 70％
が割賦販売によって売買されていた。この傾向は毎年
増加傾向にあり，数年後には 90％以上に達するもの
とみられていた。この増加傾向から推測すると，自動
車販売には大量の割賦資金が必要になり，60年度末
図表 10 平均規模ディーラーの内容
新車販売台数（台／年） 128 資産負債の構成（％）
中古車販売台数（台／年） 84 総資産（100万円） 1,567
従業員数（人） 252 流動資産 83.0
（セールスマン） （55） （当座資産） （64.9）
事業所数（箇所） 4.5 固定資産 16.8
総売上高（100万円） 1,943 （有形固定資産） （11.8）
（新車売上比率） （65.2） 流動負債 84.2
（中古車売上比率） （13.0） （短期借入金） （31.5）
（整備売上比率） （5.4） 固定負債 8.9
（部品等売上比率） （8.0） 資本 6.9
純利益（100万円） 28 （資本金） （3.6）
（注）普通・小型四輪ディーラーの平均値，1963年度，売上比率は総売上高に対する割
合，資産・負債の構成は総資産に対する割合
（出所）通産省（1964）『自動車流通実態調査』
図表 11 平均規模ディーラーの部門別収益 （百万円，％）
売上高 粗利益 売上粗利益率
自動車部門 1,781（100） 219（100） 12.3
新車 1,266（71.7） 158（72.4） 12.5
中古車 252（14.2） －12（－5.5） －4.8
部品・タイヤ等 149（ 8.3） 29（13.2） 19.5
整備 106（ 5.9） 42（19.2） 39.7
その他 8（ 0.5） 2（ 0.7） 21.3
その他部門 163 26 16.2
（注）普通小型四輪ディーラーに関するもの，1963年度。（ ）は自動車部門の合計に
対する割合，その他部門は兼業ディーラーのもので，兼業ディーラーは大規模
ディーラーに多い。
（出所）通産省（1964）『自動車流通実態調査』
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には全国のディーラーの販売資金は約 6,000億円，63
年には 8,000億円に達するとみられた。当時の販売資
金導入ルートは，主として次の 3方式が採られた84）。
1）金融機関から顧客へ貸し付け
2）ディーラーが調達して，それを顧客へ貸し付け
3）メーカーまたは販売会社が調達して，ディーラー
を経由して顧客へ貸し付け
1）は消費者金融と呼ばれるもので，1960年代に
なって脚光を浴びるようになった。しかし，当時はま
だ少なく，むしろ 2）または 3）方式，特に 3）方式
の導入率が高かった。ただ，3）方式にも限界があ
り，メーカーや販売会社としても，一方では自社の設
備改善，合理化投資のために莫大な資金が必要であ
り，急増する販売資金の調達まですることは，ほとん
ど不可能であった。銀行としても一企業に対する貸し
付けにはその使途に関わらず限度があった。このた
め，3）方式をさらに拡大することはできず，2）方式
はディーラーの経営規模が小さく，経営基盤が弱く，
自己資金が不足していたため，拡大は望めなかった。
そこで 1）方式の拡大を図るか，または本格的な資金
調達ルートとしての割賦金融専門機関を設置すること
が望まれた85）。
ディーラーの経営基盤強化は，販売問題における重
要課題の 1つであった。1960年代前半のディーラー
は，その従業員及び施設規模が大きい割には，利益率
は小さく，経営基盤は脆弱であった。特に新車ディー
ラーは，セールスマンによる訪問販売を主とし，その
活動の機械化・集約化による合理化が困難であった。
そして，需要増大に伴う販売増大のため人海戦術を展
開するには，セールスマンを中心とした従業員の規模
拡大が重要になった。したがって，ディーラーの利益
率は，売上高に対比して約 12～13％の売上利益か
ら，平均以上の営業費及び 1％の営業外差損，月賦調
整を差し引くと約 2％であった。ただ，一般的には，
大規模ディーラーほど，売上に対する営業費配分が低
下するため，最終利益率が高くなった。ディーラー経
営の一般的問題点として，自己資本の過少，利益率の
悪さ，営業利益段階での収益性の問題が指摘される
が，これは金融機関が資金貸付についての審査を行う
際に，最も重視する点であり，ディーラーの資金調達
を不利にした。このため，ディーラーは，長期借入金
の約 20％をメーカーや販売会社から調達せざるを得
ない状態であった86）。この点からみても，ディーラー
はメーカーや販売会社とは資本的関係がなくても，資
金調達をするために，系列下におかれるという状況が
継続することになったのである。
1963年秋には，販売資金調達に関して，自動車販
売連合会金融委員会の報告書が取りまとめられた。販
売業界の合理化としては，第 1に，ディーラーの経営
基盤強化を図る必要があった。このために適正マージ
ンを確保の上，売上高増加を図り，経営内容改善，自
己資本充実に努め，資金調達の受信力を高めるととも
に，自家用車を中心としてのユーザーの増加に対し
て，十分に応え得るサービス機能を直接，間接に整備
する必要があった。第 2に，販売条件の正常化を図る
必要があった。このため，ディーラー相互の協調によ
り過当競争を排除し，取扱商品の価格を公表明示し，
標準販売条件の設定等，販売秩序を確立して，限られ
た資金の効率的運用を図ると同時に，できるだけ速や
かに実現する必要があった87）。
どの業界でもみられたように急成長期や競争が激化
した時期には，販売志向である押し込み販売的な行為
がしばしば行われた。したがって，自動車流通におい
てはモータリゼーションが本格化する時期以前におい
て，メーカーにとってはいかに生産力を向上させ，そ
れを市場に押し込むかということに集中し，受容する
側のユーザーの嗜好などはまだそれほど考慮の中心に
なることはなかったのである。
むすびにかえて
本稿では，わが国が朝鮮戦争により発生した特需景
気により，戦後復興の足がかりをつかみ，貿易自由化
を完全実施した 1965年までに自動車産業がおかれた
環境を中心に取り上げた。自動車産業が第二次世界大
戦後，急速に発達するようになったのは，アメリカ軍
が朝鮮戦争における自動車供給をわが国のメーカーに
求めたためであった。朝鮮半島の人々にとっては不幸
な歴史のはじまりであった朝鮮戦争であったが，皮肉
にもわが国では自動車産業をはじめ，戦後復興の本格
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的なスタートを切ることができたのである。ただ，そ
れを基礎とはしたが，わが国メーカーの自助努力もあ
り，今日の発展への礎を築いた。
朝鮮特需がなくなった後，他の産業の多くは不況に
なり，販売不振に喘いだ業界も出てきた。また 1950
年代から 60年代にかけて，わが国の社会全体が好
況，不況を繰り返すようにもなった時期であった。一
般に不況期には多くの産業で販売量が減少するもので
あるが，自動車産業では他の多くの産業にみられたよ
うな影響を大きく受けることはなかった。それは背後
には自動車に対する需要者が変化したこと，わが国
メーカーの絶え間ない努力により，新技術を開発し，
育み，改良しながら，それを新車として世に送り出し
たことに成功したためであろう。さらには，これまで
の稿でも強調してきたことであるが，販売面において
の変化も影響した。特にメーカーはそれぞれのマーケ
ティング・チャネルを形成するという専売制を戦前期
から試みてきた。戦争により強制的に一時専売制では
なくなった時期もあったが，戦後各メーカーによる自
社の新車販売については，独自のマーケティング・
チャネルを形成するという専売制を復活させた。そし
て，本稿が対象とした時期にあらわれたのが，これま
での 1県 1店（ディーラー）制が変化したことであ
る。それはメーカーが，複数のマーケティング・チャ
ネルを形成するチャネル政策を採用したことが大きな
特徴であった。
自動車産業の場合，各メーカーの努力や，業界団体
の行動だけではなく，大きくわが国の産業政策にも直
結することが多い。まず，わが国の自動車製造技術が
稚拙だった時期には，通産省が海外メーカーとの技術
提携を支援するということもあった。それによって，
わが国のメーカーが海外メーカーの技術力を自社のも
のとする過程がみられ，当初の計画よりも早く海外
メーカーと提携したメーカーは当初の契約期間を残し
て契約解除をするという状況にもなった。貿易自由化
の動きの中で，自動車産業が受けた影響は計り知れ
ず，通産省の国民車構想により，実際に国民車は誕生
することはなかったが，それぞれのメーカーが国民車
と同レベルの自動車を製造し，その性能を高めていっ
たことは，メーカー独自の考えや動きではなく，全体
として国の産業政策がプラスの影響を与えたとみるの
が普通であろう。
そして，1960年代半ば以降本格的なモータリゼー
ションが展開するが，そのモータリゼーションの萌芽
がみられ，その芽を大きく育てていったのもわが国
メーカーであった。わが国メーカーによる複数マーケ
ティング・チャネルの形成を考えるには，急速に経済
発展を遂げていったわが国の産業における輸送需要に
対応するための側面からのみ見るのではなく，個人家
庭に自家用車として普及していったその過程の中に，
自動車産業のダイナミクスをみることができる。その
論理から考えるならば，製造を重ねることで生産力が
向上したわが国のメーカーであるが，マーケティング
面においては販売を重視したり，販売競争が激しく
なったのも本稿が対象とした時期にみられた現象で
あった。ただ，顧客視点に立った側面は少なく，メー
カーの競争対応として大量に大卒セールスマンを雇用
する等の押し込み販売的な面も観察できた。このマー
ケティング面，特に各メーカーのマーケティング・
チャネル政策についての展開は，別稿に譲りたい。
（謝 辞） 本稿は，平成 20年度専修大学研究助成（個
人）「日本における 1960年代の自動車流通の展開―
複数販売チャネル採用時期における問題を中心とし
て―」における成果の一部である。日頃の研究支援
について誠に御礼申し上げる。
注
1）販売会社として独立したトヨタ自販は，社長自らが先頭
に立ち，全国の地元有力資本に協力を呼びかけて，トヨ
タ系ディーラーとして育成すると同時に，複数系列店に
よる拠点増設の推進と生産車種のフルラインアップ化，
割賦販売促進による市場拡大，中古車流通による新車増
販支援など，他社に先駆けてマーケティング戦略を展開
した。（岩崎尚人（2005）「ケーススタディ トヨタ自動
車」『経済研究』成城大学経済学会，第 171号，p122）
2）朝鮮戦争での特需は，トヨタの総受注量は 4,679台で，売
上は 1,000万ドル（36億円）に上った。また，日産は
4,071台，いすゞは 1,276台を受注した。トヨタが業界で
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最大量の受注を得たのは，その情報網の強さが第 1の理
由であった。（トヨタ自動車販売（株）社史編集委員会
（1962）『トヨタ自動車販売株式会社の歩み」トヨタ自動
車販売（株），p60）そして，朝鮮動乱発生から，1951年
6月までの 1年間に，わが国に発注された特需物資は 2億
2,200万ドル（約 800億円）で，そのうち自動車は 98億
円に達した。業界で特需の主な担い手であったトヨタ，
日産，いすゞのこの時期の年間売上高の合計が 247億円
であったことからも，特需の影響の大きさがわかる。日
産の受注台数は合計 5,035台であり，受注額は特需 34億
7,000万円，警察予備隊向けも 7億 6,000万円に達した。
一方，補修部品も並行して受注し，51年 9月までに 6億
6,000万円分を納入した。また，アメリカ空軍からはガソ
リンタンク 6,000個も受注した。（日産自動車（株）調査
部（1983）『21世紀への道 日産自動車 50年史』日産自
動車，pp83―84）
3）特需には金融面でも特別な優遇措置がとられた。1950年
8月，日本銀行は特需金融に，すぐに現金化できる貿易手
形制度を準用することにしたため，メーカーは資金難か
ら解放され，新たな発展に向けての設備資金準備ができ
るようになった。このような資金面での好転，増産によ
る操業度上昇，生産性向上，売上高急増等により，日産
の業績は急速に回復した。51年3月期の決算で，1億1,410
万円の利益を計上し，戦後はじめて年 2割の配当を行っ
た。（日産自動車（株）調査部（1983）『前掲書』，p84）
4）岩越忠治（1968）『日本自動車工業史』東京大学出版，pp
263―264
5）肴倉弥八編纂（1980）『青森日産自動車 50年史』青森日
産自動車販売（株）p104
6）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『愛知トヨタ 25年史』
愛知トヨタ自動車，p361
7）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，p361
8）富士重工業株式会社社史編纂委員会（1984）『富士重工業
三十年史』富士重工業（株），p133
9）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，pp361―
362
10）肴倉（1980）『前掲書』，pp145―146
11）3グループ構想とは，当時の乗用車メーカーを①量産車，
②特殊乗用車，③ミニカーに分けて専門生産体制を確
立，コストダウンの効果的実現，国際競争力強化を図る
ことを目的としたもので，新規メーカーの進出抑制，新
規車種の規制，業界再編成促進等を骨子としたもので
あった。後発メーカーはこの構想に反発し，設備を増
強，新車種を相次いで市場に投入した。（川又克三
（1988）『自動車とともに』日産自動車（株），pp94―95）
12）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，p362
13）岩越（1968）『前掲書』，p178
14）通商産業省（1985）『商工政策史 第 19巻機械工業
（下）』商工政策史刊行会，p243
15）富士重工業株式会社社史編纂委員会（1984）『富士重工業
三十年史』富士重工業（株），p134
16）普通トラックと小型四輪トラックは製造業への販売比重
が高いのに対して，三輪車は商業の比重が圧倒的に高
かった。こうした需要構造では，車種別の具体的な需要
程度は主な需要先の復興度合いによって決定される。つ
まり，1950年時点で，三輪車の販売台数が四輪車よりも
多かったのは，製造業部門より消費財を中心とした商業
の復興のスピードが速かったと解釈できる。（呂寅満「自
動車産業：「企業再建整備」過程を中心に」，p3）
17）呂寅満（2002）「戦後日本における「小型車」工業の復興
と再編―三輪車から四輪車へ―」『経営史学』第 36巻第 4
号，p29
18）小型四輪トラックの急成長で苦境に立たされた三輪・普
通トラックメーカーの中には，自らも小型四輪トラック
を生産する一方で，軽自動車の生産に活路を見出そうと
する企業も現れた。軽自動車（軽二輪車もあるが，以降
三・四輪車を指す）が最初に登場したのは，1950年頃で
あったが，いずれも試作程度の台数で，量産化はならな
かった。本格的な普及は，57年にダイハツ工業が発売し
た軽三輪トラック・ミゼットで，量産化による低価格と
二輪車より優れた積載能力が，スクーターや原動機付き
自転車を使っていた商店などに受容された。ダイハツ工
業の成功に刺激されて，主力商品の三輪トラックに見切
りをつけた三輪車メーカー等が，続々と軽三輪トラック
分野に進出した。東洋工業と新三菱重工業が進出したこ
とで，生産台数は 57年の 4,700台から 59年には 11万 6,000
台へと一挙に拡大した。さらに 60年には 19万 5,700台で
小型四輪トラックの台数を凌ぐほどの人気車種に成長
し，メーカーは 20数社に急増したが，ダイハツ，マツダ
の 2銘柄で市場の 90％を占める完全な寡占状態であっ
た。しかし，より安定性の高い軽四輪トラックに人気が
移り，1960年 8月頃には需要の停滞傾向が見られ，1961
年にブームは完全に終わった。（名古屋トヨペット社史編
集室（1988）『名古屋トヨペット 30年史』名古屋トヨペッ
ト（株），p79―80）
一方，軽四輪乗用車に先鞭をつけたのは，1958年に発
19朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
売された富士重工のスバル 360であった。続いて 60年に
東洋工業が「30万円の乗用車」のキャッチフレーズで，
マツダR360クーペを発売し，軽自動車は 60年の 2万9,720
台から 61年には倍増し，翌年以降も着実に販売台数を伸
ばした。軽乗用車販売先の大部分は自家用車層であっ
た。価格が安く，保険料や税金が普通車と比較して低額
であり，維持費等の経済的負担が軽い点と，車検が免除
されていたなど，数々の法的な優遇措置も大きな魅力で
あった。そのためサラリーマンを中心に，普通車に手が
届かなかった層を開拓していった。そして，軽乗用車は
60年代半ば以降の大衆乗用車を中心とするマイカー時代
へとつなぐ役割を担った。販売台数が伸びるにつれて，
この分野でも新車種発売や，新たに進出する会社が相次
いだ。1962年，東洋工業のキャロル，鈴木自動車のフロ
ンテ，本田技研のホンダスポーツ 360，新三菱工業のミニ
カ，66年のダイハツ工業のフェロー，67年の本田技研の
ホンダ N360などである。（名古屋トヨペット社史編集室
（1988）『前掲書』，p80）
19）岩越（1968）『前掲書』，pp264―265
20）岩越（1968）『前掲書』，p268
21）呂（2002）「前掲論文」，p39，『モーターファン』1959年
1月号，p120
22）通産省は，自動車工業が国民生活向上と輸出振興に寄与
する近代的な機械工業であり，大きな雇用吸収力と生産
や技術の波及効果が著しいことを強調した。さらにわが
国が乗用車工業を放棄して輸入に頼ると年間 7,700台とし
て，1,700万ドル（約 60億円）もの貴重な外貨が毎年必
要となり，その分を投資に振り向けて，国産乗用車の生
産体制を整えることの有利さを力説した。当時のわが国
は，年間 7億ドルもの貿易赤字を特需等で漸くカバーし
ていたため，この見解には説得力があり，『無用論』が横
行する当時にあって，通産省の方針は自動車工業にとっ
て大きな励ましであった。（日産自動車（株）調査部
（1983）『前掲書』，p97）
23）李 薫（1993）「日本の自動車産業における企業成長と産
業政策」『三田商学研究』第 36巻第 3号，p51
24）当時の乗用車メーカーは，戦前からの日産・トヨタ自工
の 2社に，技術提携によって新規参入したいすゞ，日野
自工，航空機エンジンなど精密機械技術により，戦後自
動車製造を開始した富士精密（後のプリンス工業）の 5
社であった。
25）1952年から 53年にかけて国産メーカーと海外メーカーと
の技術提携が相次いだが，トヨタは自らの手による国産
車作りを目指し，「日本人の頭と腕による自動車作り」を
はじめ，本格的乗用車として，トヨペット・クラウンの
開発に着手した。（加藤寛・野田一夫監修（1980）『トヨ
タ自動車工業 1980年版』蒼洋社，p40）
26）外国メーカーと提携していたメーカーの提携解消までの
生産台数は，4社合計で 16万 5,630台，バスは 8,569台と
なった。1965年 10月の完成乗用車の貿易自由化までに，
各メーカーは乗用車生産体制を固め，技術提携を打ち
切った。しかも，各メーカーの提携車の生産ピークから
提携解消に至る経過年数は，2年（日産）から 3年（い
すゞ，日野，新三菱）の範囲に集中し，完全国産化がか
なりスムーズに行われた。（愛知トヨタ自動車（株）社史
編纂室『前掲書』，pp382―383）
最長 12年に及ぶ技術提携は，わが国の自動車産業に対
して，技術提携は，組み立て・部分国産化を通じて，生
産設備の近代化・合理化と乗用車の量産体制を比較的短
期間で作り上げ，その過程で完成車メーカーだけでなく
部品メーカーの技術を高め，国産乗用車の性能・品質を
向上させる機会となった。具体的には部品の設計技術，
材料加工技術，塗装技術，検査技術，製造・組み立ての
ための機械のレイアウト，コスト切り下げのノウハウ，
製造・組み立て用冶工具等，広い範囲に及ぶハードおよ
びソフトの技術を学んだ。これらはいずれも欧米に比べ
遅れていた乗用車技術分野であった。一方，純国産技術
にで自主路線の道を選んだメーカーも，技術提携メー
カーに比肩し得る成果を出した。（（社）日本自動車工業
会（1988）『日本自動車産業史』（社）日本自動車工業
会，pp108―109）
27）提携内容は，日産がオースチン車の年間 2,000台をノック
ダウン輸入して組立販売すること，また契約期間は 1960
年 3月までの 7年間とすることなどであった。日産は 7年
間の契約期間をフルに使うだけでなく，提携調印から 3
年 5ヶ月という短期間で完全国産化を果たした。（加藤
寛・野田一夫監修（1980）『日産自動車 1980年版』蒼洋
社，pp32―33）
28）日野はルノー車のライセンス生産で，①ノックダウン生
産開始（1953年），②ルノー部品国内調達率の引き上げ
（1955年で 54％），③部品の完全国産化達成（1957年）と
いうスケジュールを着実にあゆみ，1960年代に入ると小
型乗用車の独自生産に乗り出した。（日野自動車工業
（1982）『日野自動車工業 40年史』日野自動車工業（株）p
174）
29）1957年にトヨタは普通トラックを除いて，全車種を 3万
20
円から 7万 5,000円（平均 5.6％）値下げした。日産はオー
トメーション設備による中小型全車種の量産化実現によ
り，月産 5,000台を突破する見通しがつき，オースチン車
の全面的国産化が完了し，量産と経営合理化の結果とし
て値下げした。日産の値下げに引き続き，日野ディーゼ
ル工業，いすゞ自動車も 3万円～4万9,000円値下げした。
（肴倉編（1980）『前掲書』，pp116―117）
車 種 工場渡し新価格（円） 値下げ幅（円）
オースチン デラックス 1,101,000 79,000
オースチン スタンダード 878,000 121,500
ダットサン 乗用車 650,000 35,000
ダットサン トラック 510,000 50,000
ニ ッ サ ン ジュニア 730,000 40,000
（出所）肴倉弥八編纂（1980）『青森日産自動車 50年史』青森日産自
動車販売（株）p117
30）（社）日本自動車工業会（1988）『日本自動車産業史』
（社）日本自動車工業会，p145
31）トヨタ自動車販売店協会広報部（1977）『トヨタ自動車販
売店協会年史「30年の歩み」』トヨタ自動車販売店協会，
p119
32）小宮隆太郎『日本の産業政策』東京大学出版会，p285
33）下川浩一（1990）「自動車」米川伸一・下川浩一・山崎広
明編『戦後日本経営史第巻』東洋経済新報社，p98
34）通商産業省（1985）『商工政策史 第 19巻機械工業
（下）』商工政策史刊行会，p241
35）李（1993）「前掲論文」，p52
36）岩越（1968）『前掲書』，p277
37）牧良明（2007）「戦後日本自動車産業における競争関係の
特殊性―日本自動車産業の競争力形成要因との関連で―」
『大阪市大論集』大阪市立大学大学院経済・経営学研究
会，第 119号，pp103―104
38）伊藤元重（1988）「温室の中での成長：産業政策のもたら
したもの」伊丹敬之・加護野忠男・小林孝雄・榊原清
則・伊藤元重『競争と革新―自動車産業の企業成長』東京
経済新報社，pp188―189
39）下川（1990）「前掲論文」，p98
40）宇田川勝（1983）「我が国自動車産業の史的展開」法政大
学経営学部編『我が国自動車産業の展望』法政大学出版
局，pp38―40
41）日本長期信用銀行調査部（1966）「自動車産業の流通機
構―その歴史的発展と現状の諸問題―」『調査月報』95号，
p7
42）トヨタ自動車販売（株）社史編集委員会（1962）『前掲
書』，p165
43）和田一夫（1991）「自動車産業における階層的企業間関係
の形成―トヨタ自動車の事例―」『経営史学』経営誌学会，
第 26巻第 2号，p13
44）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，pp385―
386
45）日本長期信用銀行調査部（1968）「日本自動車産業におけ
る競争」『長銀調査月報』日本長期信用銀行，No．110，p
31
46）神奈川トヨタ（株）（1998）『モビリティライフの創造
神奈川トヨタ 50年の軌跡』神奈川トヨタ（株），pp59―60
47）わが国のモータリゼーションのはじまりをいつにするか
ということは，いろいろな説がある。真のモータリゼー
ションの開始は，トヨタ自工がパブリカを発表し（1961
年），それまでは庶民には高嶺の花のような存在であった
自動車（乗用車）を極めて身近なものとした時期である
とする識者も多い。この説は，あくまでもモータリゼー
ションの主力は乗用車でなければならないとする，いわ
ばオーソドックスな考え方によるものである。（愛知トヨ
タ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，p369）
48）（社）日本自動車工業会（1988）『前掲書』，pp190―191
49）（社）日本自動車工業会（1988）『前掲書』，pp190―191
50）トヨタ自動車販売株式会社社史編纂委員会（1980）『世界
への歩み トヨタ自販 30年史』トヨタ自動車販売（株），
p119
51）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，p387
52）富士重工業株式会社社史編纂委員会（1984）『前掲書』，p
133
53）川又（1988）『前掲書』，p93
54）日産自動車（株）調査部（1983）『前掲書』，p116
55）愛知トヨタ自動車（株）社史編纂室『前掲書』，pp364―
365
56）岩越（1968）『前掲書』，pp122―123
57）岩越（1968）『前掲書』，p123
58）プリンス自動車工業は，1966年 8月に，日産自動車と合
併したが，プリンス自動車販売（株）はそのまま残され
ている。
59）日本長期信用銀行調査部（1966）「自動車産業の流通機
構―その歴史的発展と現状の諸問題―」『調査月報』95号，
p60
60）日本長期信用銀行調査部（1966）「前掲論文」，p60
61）APA特需はトヨタ自体に大きな影響を及ぼし，米軍の品
質基準の高さはトヨタを驚かせた。日産は，岩戸景気で
国内需要が伸びていたこともあり，この APA特需を受注
21朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
せず，トヨタがアメリカ流の厳しい検査に実際に晒され
たことは，後の展開に大きな影響を与えた。（和田
（1991）「前掲論文」，p14）
62）ただ，国内特殊需要（防衛庁，警察庁，日本通運などの
ように中央機関で一括購入する官公庁や会社）には，ア
メリカにアメリカ・日産・モーター社（本社カリフォル
ニア州，支店はニュージャージー州），メキシコに日産・
メキシカーナ社，ペルーにペルー日産自動車，オースト
ラリアに豪州日産自動車などを設置し，それぞれ傘下参
加の輸入車販売店を通じて販売を行った。また，タイ，
ベネズエラ，南アフリカ共和国，ベルギー，中華民国に
は駐在員事務所，その他 80数カ国にはディーラーを設置
して販売した。
63）孫飛舟（1996）「自動車の流通システムにおける系列化の
意義について―今後中国の自動車流通とのかかわりで―」
『星陵台論集』神戸商科大学大学院研究会，第 29巻第 2
号，p118
64）岩越（1968）『前掲書』，pp124―125
65）アフターサービスによるプロモーション政策が重要な意
味を持ったのは，自動車に関して専門的な知識を持たな
い層が顧客になったためである。（日本長期信用銀行調査
部（1966）「自動車産業の流通機構―その歴史的発展と現
状の諸問題―」『調査月報』95号，p45）ディーラーのサー
ビス体制は，系列販売体制と大きな関わりを持ってお
り，ディーラーのサービス対象はほとんど自己系列メー
カーの製品に限定している。このようなサービス体制の
もとで，ディーラーは系列メーカーの製品についての技
術ノウハウを蓄積した一方，他のメーカー製品について
の技術が欠けていた。その結果，ディーラーはサービス
面においても系列メーカーの製品ラインに固定されるこ
とになった。（孫飛舟（1998）「日本の自動車流通におけ
るディーラー・サービス体制に関する研究」『星陵台論
集』神戸商科大学大学院研究会，第 31巻第 2号，pp88―
89）
66）例外的に函館日産（持株比率 100％），静岡日産（94.8
％），東京トヨペット（72.5％），大阪トヨペット（99.8
％），東京日野モーター（90.0％）などでは，元方企業が
ほとんどの株式を保有していた。
67）日刊自動車新聞」1963年 6月 5日付
68）米国小型自動車整備調査視察団によれば，アメリカにお
いて近年はディストリビューターはなくなりつつあり，
ことにデトロイトではディーラーはメーカーと直接結ば
れるようになった。（「日刊自動車新聞」1963年 6月 5日
付）
69）下川浩一（1981）『米国自動車産業経営史研究』東洋経済
新報社，p160
70）わが国の自動車は第二次世界大戦以前には，ガソリン車
が主であったが，戦時中にディーゼルエンジンの研究が
進み，性能が向上した。特にバスや大型トラックでは燃
料節約が大きいため，戦後はディーゼル車が急速に普及
した。1949年頃，日本でディーゼル車を製造していたの
は，いすゞ自動車（株），三菱重工業（株），日野ディー
ゼル（株）等であった。日産ではディーゼル部門進出計
画を立て，三菱重工業と提携を進め，49年 12月にM180
型トラック，M290型バスの試作車を製作した。また，
ディーゼルエンジンを製造していた民生産業（株）と合
同，民生ディーゼル工業（株）と改め，ディーゼル車製
造に進出することになり，大型バス，トラックの分野で
活躍した。しかし，53年 12月，同社が資本金 1億円を 2
億円に増資し，日産が大半を占めることによって，日産
の力が増大し，営業方針も高速ディーゼルエンジンを，
UD型新ディーゼルエンジンへ転換するようになった。さ
らに 54年に資本金を 2億円から 4億円に増資，55年に画
期的な新型 UD3型，UD4型ディーゼルエンジンを搭載し
たトラックを発表し，本格的に市販することになった。
そこで販売部門を拡大強化するため，授権資本金 2億円，
払込資本金 8,000万円の日産民生ディーゼル販売（株）を
設立し，積極的に業務を拡張することとなった。これに
よって，日産ディーゼル工業（株）は，従来の KD型
ディーゼルトラック 5トン車の生産を中止し，UD3型
ディーゼルを日産シャシーに取り付けて，日産ディーゼ
ル車として発売することになり，新会社を通じて各
ディーラーに販売することになった。（肴倉編（1980）
『前掲書』，p114）
71）肴倉編（1980）『前掲書』，pp128―129
72）経済評論社（1964）『前掲書』，pp192―193
73）富士重工は他の販売機構はこれまで通りの一地区一店主
義の建前を採る方針であった。富士重工がこのような
チャネル強化に乗り出したのは，販売体制とサービス体
制の強化を図れば，なお軽乗用車の大きな伸長が期待さ
れ，近い将来発売が予定されていた小型乗用車 800ccの販
売にあたり，そのチャネル整備という意図があった。こ
うした富士重工の方針のもとに，各地区販売店側は，す
でに所要敷地の買収，セールスマンの育成などを積極的
に推進しつつあり，早ければ 1964年秋，遅くても 65年
春には，ほぼ体制強化の目標達成がなされると見られ
22
た。そして，64年 6月頃には，東京，三鷹の工場内にあ
る富士学園の増設を終え，本格的なセールスマン，サー
ビスマン教育に入る予定であった。（経済評論社（1964）
『世界市場に挑戦する日本の自動車工業』経済評論社，pp
194―195）
74）経済評論社（1964）『前掲書』，pp193―195
75）名古屋トヨペット社史編集室（1988）『前掲書』，p19
76）名古屋トヨペット社史編集室（1988）『前掲書』，p19
77）大蔵省と通産省は，割賦販売の普及状況に対応し，かつ
自由化対策のため協力し合い，1961年 7月に，割賦販売
条件の適正化に関する諸措置，割賦購入斡旋業者などに
関する登録制度の設置などを骨子とする「割賦販売法」
を公布した。
78）石川和男（2007）「高圧的マーケティングと消費者信用の
発達に関する一考察―耐久消費財普及の視座から―」『商学
研究所報』専修大学商学研究所，第 38巻第 2号
79）岩越（1968）『前掲書』，p139
80）日本長期信用銀行調査部（1966）「前掲論文」，p100
81）岩越（1968）『前掲書』，pp139―141
82）経済評論社（1964）『前掲書』，pp183―184
83）中古車市場の拡大背景には，産業要因と市場要因が存在
する。まず，自動車の普及とともに新車に対する消費需
要は産業全体の生産水準を大きく下回るようになった。
過剰生産された新車を飽和化しつつある市場で販売する
ために，ユーザーの所有する自動車の下取りを通じて新
車販売の持続拡大を図らなければならない。第 2に，自
動車耐久性の向上によって中古車に対する社会的な信頼
度が高まった。生産技術の進歩に加え，よりよい道路の
建設や修理設備の改善などは自動車平均寿命の増加をも
たらした。第 3に，自動車に対する社会の認識が大きく
変化した。その他に，割賦販売の実施や補修サービスの
提供など，新車販売と同じサービスが中古車販売にも適
用されたことも中古車販売の拡大に大きな影響を与え
る。（孫飛舟（2003）「早期アメリカ自動車流通における
メーカー・ディーラー対立関係の形成と解決」『大阪商業
大学論集』大阪商業大学商経学会，第 126号，pp257―258）
84）経済評論社（1964）『前掲書』，pp183―184
85）経済評論社（1964）『前掲書』，p185
86）経済評論社（1964）『前掲書』，pp189―190
87）経済評論社（1964）『前掲書』，pp185―186
23朝鮮戦争から貿易自由化時期における自動車産業の環境をめぐって
